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独立行政法人新エネルギー。 産業技術総合開発機構 ( 以下、 NEDO と略記する ) は 、 自ら研究設備や 研究者を抱え 
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担っている。 そのため、 N ③ じ 0 では研究開発マネジメントサイクルであ る PDS サイクルの一翼を 担 う ものとして、 研究 評 

価を 4 党 置 づけ、 最適なプロジェクト 運営の実施に 向け、 日々改善に努めている " 

におけ
る研究
開発プ
ロジェ
クト 

評
価
 

平
成
㈹
年
度
よ
り
 

実
施
さ
 

0
 

は
 
、
 

冬
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
お
け
る
 

研
究
分
野
の
ス
ペ
シ
 

。
 

当
該
分
野
に
お
け
る
 

リ
ス
ト
お
よ
び
 
社
会
的
動
向
を
 

把握し
たジェ
ネラリ
スト 

等
の
外
部
有
識
者
 ら
 
力
 
ャ
 

、
 

成され
る評価
委員に
より 

行われている。 また、 プロジェクトの 運営にあ たり。 5 年以上の長期プロジェクトについては。 3 年を目途とした 事業の見 

直し等を目的とする 中間評価を行っている。 また、 全てのプロジエクトについて、 プロジェク 卜 終了時に事後評価を 行っ 

的な評
価内容
につい
ては、
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同一の内容で 中間評価ならびに 事後評価を実施している " 

プロジェクトを 評価する上で、 NR の 0 では 4 点の評価項目 ( 「事業の位置付け。 老 、 要性」「研究開発マネジメント」「 研 

究 開発成果」「実用化、 事業化の見道Ⅱ ) を 用いている。 なお。 各評価項目に 基づいてプロジェクト 評価するための 指 

標 として評価基準、 評価基準さらに 明確化した評価視点を 用意している。 表 1@ こ 「事業の位置付け。 必要性」における 

評価基準、 評価視点を一例として 示した。 

表 1 評価項目、 評価基準、 評価視点の一例 ( 事業の位置づけ。 必要性の評価項目を 例とした ) 

工 ・事業の位置づけ。 必要性 ( 評価項目 ) 

は ) 刃 EDO の事業としての 妥当性 ( 評価基準 ) 

。 特定の施策 ( プロバラム ) 、 制度の下で実施する 事業の場合、 当該施策。 制度の目標達成のために 

寄与しているか ( 評価視点 ) 

。 民間活動のみでは 改善できないものであ ること、 又は公共性が 高いことにより、 N は D ㊤の関与が 

必要とされる 事業か ( 評価視点 ) 

。 当該事業を実施すること @ こよりもたらされる 効果が 、 投じた予算との 比較において 十分であ るか ( 評価視点 ) 

(2) 事業目的の妥当性 ( 評価基準 ) 

。 内外の技術開発動向、 国際競争力の 状況、 エネルギー需給動向、 市場動向、 政策動向、 国際貢献の可能 

性 等から見て、 事業の目的は 妥当か ( 評価視点 ) 

NEDO におけるプロジェクト 全体の評価は、 評価委員に先述した 評価基準。 視点を基に 、 4 つの評価項目について 

肯定的意見。 問題点。 改善すべき点などの 評価コメントを 記述してもら ぅと 共に各評価項目について 皿 CD(3 、 2 、 1 、 0 

点 ) の 4 段階の評点による 評価を行い、 平均値を算出している。 
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これまで実施した 研究開発プロジェクトの 評価結果において、 評点に注目すると「中間評価の 評点結果に対し、 事 

後評価の評点結果が 若干低くなる」としづ 傾向が見られた。 

しかしながら、 その原因がプロジェクトに 起因するのかあ るいは評価プロセスやその 運用に起因するものか 等定かで 

はない。 そこで、 本研究では、 中間評価および 事後評価における 評価者の評価視点の 違いについてほっの 評価項目 

における相関分析を 行った。 

E7 年までの間に 中間および事後評価が 共に行わ た 24 プロジェクトを 対象とした後お、 評価総件 

数は 217 件 ) 。 同一の評価 項臣 基準。 視点を用いているにも 関わらず、 中間評価の評点結果と 事後評価の評点結果 

が 異なっており、 評価時期により 委員の注目している 評価項目が異なる 可能性が考えられることから、 「事業の位置付 

け 。 必要性」「研究開発マネジメント」「研究開発成果」「実用化、 事業化の見通し」という 4 つの評価項目における 評点 

について相関分析を 7 了った。 

考察 

1) 中間評価における 評点分析結果 

図工に申 間 評価時点における①「事業の 位置付け。 必要性」、 ②「研究開発マネジメン 卜、 ③「研究開発成果」。 

④「実用化、 事業化の見通し」についての 相関関係を示す。 

図五 中間評価時点での 関連性 ( 相関係数 ) 

全体の傾向を 観察した結果、 中間評価時点では 主として次の 3 つの点が明らかとなった。 

] 。 ① 、 ② 、 ③はそれぞれ 関係が強い。 

2 。 ④は①および③に 対して関係が 弱い。 

3. ②と④は若干の 関係があ る。 
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2) 事後評価における 評点分析結果 

図 2 に事後評価時点における①「事業の 位置付け。 必要性 J 、 ②「研究開発マネジメンⅡ 、 ③「研究開発成果」、 

④「実用化、 事業化の見通し」についての 相関関係を示す。 

， 522 

図 2 事後評価時点での 関連性 ( 相関係数 ) 

全体の傾向を 観察した結果。 事後評価時点では、 中間評価時と 比較して、 ①、 ②、 ③、 ④の関係が比較的強くなり、 

特に図 2 に示した A 。 B 、 C がそれぞれ強くなっていることが 明らかとなった。 

。 考察 結 

( 中間評価の結果に 関する考察 ) 

中間評価時点における 各評価項目の 関連性について、 ④「実用化。 事業化の見通し」に 関する中間評価段階では 

①「事業の位置づけ。 必要性」および③「研究開発成果」との 関連が弱かった。 これは、 中間評価の段階の 研究成果で 

④「実用化。 事業化の見通し」を 判断するのは 困難であ るこ 甜こ よるものと考えられる。 一方、 ②「研究開発マネジメント」 

とは関係が見られ、 他の評価項目と 比較して明らかに④「実用化。 事業化の見通し」の 判断に用いられている 事を示唆 

している。 

これらの結果から、 中間評価の段階における④「実用化。 事業化の見通しⅠの 評価は、 中間評価時点の 成果ではな 

く、 ②「研究開発マネジメント」の 評価項目の中にあ る「研究開発目標の 妥当性」および「研究開発目的の 妥当性 コ とい 

う評価基準の 結果を基に最終的な 成果を予測したのではないかと 考える。 したがって、 中間評価における④「実用化。 

事業化の見通し」は、 最終的な成果を 得るための目標や 計画に依存して 評価を行っていると 考えられ、 事後評価と比 

較して評価が 甘くなってしまう 可能性があ る。 

( 事後評価の結果に 関する考察 ) 

事後評価時点では、 中間評価時と 比較して、 ①「事業の位置づけ。 必要性」、 ②「研究開発マネジメント」 、 ③「研究 

開発成果」、 ④「実用化。 事業化の見通し」の 関係が比較的強くなり、 特に図 2 に示した A( ②「研究開発マネジメント」と 
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③「研究開発成果」 ) 、 ( ③「研究開発成果 佗 ④「実用化，事業化の 見通し」 ) 、 C( ②「研究開発マネジメント」と④「 実 

用化。 事業化の見通し」 ) の関係がそれぞれ 強くなっていることが 明らかとなった。 

A  ( ②「研究開発マネジメン 杓と ③「研究開発成果」 ) および B ( ③「研究開発成果」と④「実用化。 事 

業化の見通し」 ) は、 どちらも研究開発成果との 関連性が強くなった 結果であ る。 A については、 最終的な研 

究開発成果の 結果が得られたことに よ り、 マネジメントの 正否が明確になった 結果ではないか 考えられる。 また、 お 

ほ ついては、 A と同様。 最終的な「研究開発成果」としての 情報が得られたことにより。 「実用化。 事業化の見 

通し」の判断を 行 う ことができた 結果であ ると考える。 C( ②「 究 開発マネジメント」と④「実用化。 事業化の見 通 

し 」 ) の 関係については、 これも研究成果が 事後になって 明確になったことから、 ④「実用化。 事業化の見通し」の 判断 

が明確になり。 最終的に「研究開発マネジメント」が 適切であ ったれ づ 判断を下しているのではないかと 考察する。 

( 総合考察および 結論 ) 

NEDO で実施されているプロジェクトは。 評価においても「実用化。 事業化の見通し」 れ、 ぅ 評価項目があ るめに。 実 

用化に向けた 観点で実施されるものが 多い。 し力 。 し 、 本研究結果から 中間評価と事後評価において、 評価項目におけ 

る 評価委員の観点が 異なっていることが 明らかとなった。 これは、 中間評価、 事後評価とむ づ フェーズで時間が 異なる 

事に起因したものであ ると考えられる。 中間評価の段階における 評価委員の評価は。 その時点で評価を 適切な評価を 

行 う ことが可能な「事業の 位置づけ。 必要性」、 「研究開発マネジメント」、 「研究開発成果」に 視点が集中し。 「実用化。 

事業化の見通し」への 意識が弱くなり、 評点が甘くなる 一方。 事後評価の段階における 評 委員の評価は。 最終的な 

「研究開発成果」が 得られたことで、 最終的な実用化。 事業化への見通しが 立てやすくなることから、 中間評価時と 比較 

して「実用化。 事業化の見通し」意識が 強くなり評点が 厳しくなると 考えられる。 したがって、 中間評価の評点結果に 対 

し、 事後評価の評点結果が 若干低くなる」原因は。 ④「実用化。 事業化の見通し」の 評点が招いている 可能性が考察さ 

れる。 

研究開発における 評価 は 。 今後の見通しが 立てに ぐ にとも起因し、 中間と事後で 評価委員の着目する 視点が異な 

る 。 したがって。 さらに適切な 評価をおこな う ためにほ、 評価実施時期に 応じた評価項目。 基準。 視点の見直しを 検討 

する必要があ り。 特に④「実用化。 事業 ィヒ の見通し」の 評価項目を検討することが 重要なのではないかと 考える。 
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